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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、基本理念として『地域住民への生活モデルの提供を通して、地域社会になくてはならない存在であり続けること』を掲げ、『小売事業の多

角化による関西地域のマーケットシェアを拡大し、ドミナントエリア化の実現を図り、その実現のために、社会規範の遵守といったコンプライアンス

経営を実践するとともに、競争環境の変化に迅速に対応すべく、絶え間ざる経営革新を図っていく』というビジョンのもと、経営を行っております。

このような理念・ビジョンのもと、様々なステークホルダーの皆様のご期待にお応えし、コンプライアンスを重視しながら、迅速かつ効率的、そして

果断な意思決定を行い、中長期的な企業価値の向上に取り組んでまいります。その実現に向けコーポレートガバナンスの充実も図ってまいりま

す。

なお、当社の「コーポレートガバナンスに関する基本原則」は、当社ホームページにて掲載しております。（URL：https://www.h2o-retailing.co.jp/）

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

補充原則2-4(1) 【中核人材の登用等における多様性の確保】

当社グループでは、仕事を通じた個人の自己実現に向け個人の能力を発揮することが新しい価値の創造や変化対応の原動力となり、企業の価
値向上につながっていくと考えています。中期経営計画においても、人事施策を重要施策のひとつと定め、性別や年齢、国籍に関係なく社員ひと
りひとりが個性を発揮し、活躍できる場を創出するため、生産性の高い組織づくりと自律的に働く仕組みづくりに取り組んでいます。

また、当社は、女性・外国人・中途採用者等を含めた多様な人材で構成しており、当該対象者の管理職への登用にも積極的に取り組んでいます。
なお、当社グループ全体においても、多様性の確保を実現するため、2020年度から当社内にグループ人事室を新設し、グループ各社の社員の自
律的キャリアの推進、今後必要となるスキル向上に向けたリスキリング（再教育）の実施、デジタル教育の考案等、人材育成をグループ人事室の
プロジェクトとして立ち上げるとともに、2022年度での具体的な目標数値の開示に向け、現在、検討を進めています。

補充原則3-1(3) 【サステナビリティについての取組み等】

＜サステナビリティについての取り組み＞

当社グループは、地域とのつながりがグループにとって大切な財産であり、地域社会から多くの恩恵を受けることで成長してきたことから、今後も
地域の一員として、地域社会の健全で持続的な発展に貢献したいと考えています。

2021年度よりサステナビリティ経営方針を定め、3つの重点テーマ及び2つの基本テーマを重要課題（マテリアリティ）と位置づけ、サステナビリティ
の取り組みを推進しています。※各テーマの取り組みの詳細及びＫＰＩ等については、「統合レポート2021」に記載しています。（https://www.h2o-re
tailing.co.jp/ja/ir/library/report.html）また、2021年度より、サステナビリティ経営をグループ全体で横断的に推進するため、当社代表取締役社長
が委員長を務める「サステナビリティ経営推進委員会」を設置し、議論の内容についてグループ経営会議で審議を行い、取締役会へ報告を行うと
ともに、専任部署として「サステナビリティ推進部」を設置するなど推進体制の整備も行っています。

＜人的資本への投資＞

当社グループでは、社員ひとりひとりが自身のキャリアプランを考え、実現していくための人材育成プログラムや各種サポートを実施しています。ま
た、「従業員の働きがいを高める」ことを重要課題（マテリアリティ）のひとつと定め、グループビジョンの浸透、共創・競業の風土を醸成するための
取り組みを推進するなど人的資本の強化に努めています。

＜知的財産への投資＞

当社グループでは、これまで培ってきた関西の市場と顧客基盤や、「阪急」「阪神」等のブランド力が、重要な財産であると考えています。これらを
活かした新たな事業モデルの構築に取り組むとともに、デジタル技術とリアル店舗を融合したお客様とのダイレクトなコミュニケーションを実現し、
継続的な強く、深い関係を構築するため、ＩＴ／ＤＸ投資も積極的に進めています。

＜気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影響＞

2022年6月に、当社グループは、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）に賛同いたしました。TCFD提言が推奨する4つの開示項目「ガバ
ナンス」「リスク管理」「戦略」「指標と目標」のうち、「ガバナンス」「リスク管理」「戦略」については、当社ホームページに掲載しております。（URL：htt
ps://www.h2o-retailing.co.jp/ja/sustainability/theme-04/tcfd.html）

「指標と目標」については、現在検討を進めており、2022年秋発行の統合レポートにおいて開示を予定しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

原則1-4 【政策保有株式】

当社は、取引先、業務提携先等の関係先との良好な関係を構築し、当社グループの事業の円滑な推進と中長期的な企業価値の向上に資すると
判断する場合、当該取引先等の株式を政策的に保有いたします。

既に保有意義が乏しいと判断した株式については縮減を進めており、今後も定期的に保有目的、取引の内容、配当利回り、保有リスク等を検証
し、保有意義が乏しいと判断する株式については、市場動向等を踏まえて売却を検討いたします。なお、2021年度は7銘柄の売却及び1銘柄の子



会社化により8銘柄減少し、その他1銘柄の一部株式の売却を行いました。

また、保有株式の議決権行使については、当社グループの中長期的な視点での価値向上に資するかの視点にたち、保有目的も踏まえて、議案ご
とに賛否を判断のうえ、適切に議決権を行使します。

原則1-7 【関連当事者間の取引】

取締役と会社の間で取引を行う場合は取締役会規則に基づき、取締役会で承認することとしております。また、関連当事者との取引については、
承認に関する手続きを定めるとともに、重要な取引については取締役会に報告することとしております。

原則2-6 【年金アセットオーナーとしての機能発揮】

当社グループの主要事業会社である株式会社阪急阪神百貨店やイズミヤ株式会社では、それぞれ、企業年金の資産運用に関する意思決定は、
資産運用委員会の審議を踏まえ決定しております。

委員等には、財務や人事・福利厚生部門から適切な資質を持った人材を配置するとともに、受益者代表として労働組合幹部を配置しております。

また、外部アドバイザーを起用して専門能力・知見を補完するとともに、運営面においては適時、委員会において運用状況のモニタリングを行う等
の取り組みを行っております。

原則3-1（1） 【基本理念や経営戦略、経営計画】

当社の基本理念は、上記「1．基本的な考え方」をご参照ください。

また、当社は、2021年7月に、根本的なビジネスのあり方を見つめ直し、2030年に向けて既存事業の再建・磨き上げ、新市場への展開、新事業モ
デルへの挑戦を軸とする「長期事業構想2030」及び2021年度から2023年度の中期経営計画を策定し、東京証券取引所に開示するとともに、当社
ホームページに掲載しております。（URL：https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir/strategy.html）

原則3-1(2)　【コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針】

上記「1基本的な考え方」をご参照ください。

原則3-1（3） 【経営陣幹部、取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続】

取締役の報酬等については、下記「II-1【取締役報酬関係】報酬の額又は算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

委員の過半数を独立社外取締役とする指名・報酬諮問委員会による個人別の報酬等の額等を含めた審議、勧告を踏まえ、取締役会が株主総会
に提出する議案の内容及び報酬等の額を決定しております。

原則3-1（4） 【経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続】

下記のコーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示「補充原則4-11（1）【取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模】」の
方針を踏まえ、指名・報酬諮問委員会による取締役の選任及び解任・解職ならびに取締役候補者の指名に関する審議、勧告を踏まえ、取締役会
において株主総会に提出する議案の内容等を決定いたします。

なお、監査等委員である取締役候補者については監査等委員会の同意を得たうえで決定いたします。

原則3-1（5） 【上記（4）を踏まえて経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行う際の個々の選任・指名】

取締役候補者については、取締役のバランス、多様性、規模の考え方に基づき指名しております。また、全候補者の履歴及び選任理由を株主総
会参考書類に記載しております。

補充原則4-1（1） 【経営陣に対する委任の範囲】

取締役会では、持株会社である当社の機関として、当社グループの業務執行に対する監督機能を発揮し、法令・定款に定めるもののほか、取締
役会規則に基づき当社グループ経営の基本方針、経営戦略、経営計画その他の経営・業務執行に関わる重要事項についての意思決定を行いま
す。

取締役会の付議基準に満たない一定の案件についてグループ経営会議で決定するほか、取締役会において承認された方針に基づく業務執行の
具体的な内容の決定について代表取締役に委任するなど、効率的、迅速的な意思決定を図っております。なお、当社は取締役会決議によって重
要な業務執行の決定の全部又は一部を取締役に委任することができる旨を定款に定めております。

原則4-9 【独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

独立社外取締役の独立性判断基準につきましては、下記「II- 1【独立役員関係】その他独立役員に関する事項」をご参照ください。また、社外取締

役候補の選定に当たっては、業種にとらわれない企業経営の経験者、当社グループの事業に有益な専門的知識を有する方等を基準としておりま
す。

補充原則4-10（1） 【独立した指名委員会・報酬委員会の設置による独立社外取締役の適切な関与・助言】

当社は、取締役の指名及び報酬の決定にあたり、公正かつ透明性を確保するため、取締役会の任意の諮問委員会として、複数の独立社外取締
役と当社社長で構成される指名・報酬諮問委員会（委員長：独立社外取締役）を設置しています。当委員会では、取締役等の選任及び解任・解職
並びに、取締役等の候補者の指名、取締役の報酬等に関する方針及び報酬等の内容について検討し、取締役会（監査等委員である取締役の報
酬については監査等委員会）に勧告しています。後継者育成計画においても当委員会から意見・勧告を通じ監督を行うことで、客観性を確保して
います。

補充原則4-11（1） 【取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模】

少子高齢化や消費の二極化、業種業態を超え激しく変化する事業環境のもとで当社グループが競争に勝ち残っていくために、また、前例にとらわ
れず、多様で、新しい視点からの意見が継続的にもたらされることができるよう、役員の多様性の確保は重要な案件のひとつと考えており、候補
者の選定にあたっては、ジェンダー、国際性の面、年齢等を問わず、持株会社である当社においての重要な意思決定を行うにあたり必要な知識、
能力を有することを基準としております。

これに基づき、当社グループ内出身の者は、グループ経営戦略、財務・会計、コンプライアンスの立案・推進において適切な能力、経験、知見を有
し、当社グループの持続的な企業価値向上のために適切な人材である者ならびに主要子会社の代表者から選任し、社外から招聘する者は、業種
にとらわれない企業経営の経験者、弁護士、当社グループの事業に有益な専門的知識を有する者などから複数を選任し、バランスと多様性を保
ちながら、迅速な意思決定ができるよう適切な規模で構成するものとします。なお、監査等委員である取締役については、少なくとも1名は財務・会
計に関する豊富な経験と十分な知見を有する者を選任するものとします。

当社のスキル・マトリックスは、当社ホームページに掲載しております。

（URL：https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/company/governance/c-governance.html）

補充原則4-11（2） 【取締役の他の上場会社の兼職状況】

各取締役の重要な兼職状況については、事業報告、株主総会参考書類にて開示しております。



補充原則4-11（3） 【取締役会全体の実効性の分析・評価】

当社は定期的に取締役会の実効性の分析・評価を行っており、2021年度の取締役会の実効性に関して、2022年3月に全取締役を対象としたアン
ケートを実施するとともに、同年4月に開催した代表取締役、社外取締役との意見交換において、取締役会の構成、運営、議題及び取締役会を支
える体制に関してヒアリングを行い、忌憚のない意見を頂戴しました。

アンケートの結果及び意見を分析・評価しました結果、前年度課題として認識された社外取締役への情報提供の充実化などに改善が見られたこ
とに加え、代表取締役と社外取締役とのフリーディスカッション（年4回）の実施や、特に重要な案件については取締役会とは別に議論の場を複数
回設けたことなどにより、取締役会における審議が一層活性化され、当社取締役会は2021年度の取締役会の実効性は確保できていると評価しま
した。

このように資料の充実化や審議の活性化が進んでいる一方で、今後は、審議の質のさらなる向上及び、より有効的な取締役会運営を実現するた
め、説明資料の内容や提供の時期・方法、適切な進行・運営方法、中長期計画に関する議論のあり方等について、今後も継続して検討し、改善に
取り組んでいく必要があることを確認しました。

当社は、これらの結果を踏まえ、取締役会の実効性の更なる向上に努めてまいります。

補充原則4-14（2） 【役員に対するトレーニングの方針】

当社では、取締役、執行役員がその求められる役割に応じた職責を適切に果たすことができるよう、役員のトレーニングを実施いたします。

社外から招聘する取締役に対して、当社グループの事業・課題の理解を深めることを目的として、随時説明等を実施いたします。また、内部昇格
の役員に対しても、就任後も、適宜コンプライアンス等に関する社内研修の実施や、事業戦略、財務等に関する知識の共有を図ります。

原則5-1 【株主との対話促進のための体制整備・取組方針】

当社では、ＩＲ専任部門を設置し、機関投資家との窓口となるほか、個人を中心とする株主全般の窓口を総務におき、責任者となる担当役員を任
命し、関係部門と連携をとりながら対話促進を図っております。

実質株主判明調査を定期的に実施するとともに、国内外の機関投資家を対象に定期的に決算説明会や訪問を行い、そこに代表取締役社長が出
席し、意見交換を行います。また、個人株主様の意見等については、株主アンケートの方法等により収集いたします。なお、集約された意見等につ
いては、必要に応じて関係部門と情報を共有いたします。

個別の対話の要請については、その内容、所有株式数等を勘案し、適切な役員、担当部門が合理的な範囲で対応いたします。

インサイダー情報を適切に管理するため、サイレント期間を設けるとともに、関係部門との連携体制の構築やインサイダー取引防止に関する教育
を実施いたします。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

阪神電気鉄道株式会社 14,749,238 11.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 13,185,700 10.70

阪急阪神ホールディングス株式会社 10,336,975 8.39

株式会社高島屋 6,259,500 5.08

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,188,600 4.21

イズミヤ共和会 3,033,743 2.46

H2Oリテイリンググループ従業員持株会 1,881,330 1.53

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＧＬＯＢＡＬ ＳＥＲＶＩＣＥＳ ＳＥ， ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ ＲＥ ＬＵＤＵ ＲＥ：

ＵＣＩＴＳ ＣＬＩＥＮＴＳ １５．３１５ ＰＣＴ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ ＡＣＣＯＵＮＴ
1,819,600 1.48

ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 1,711,039 1.39

ＢＮＹＭＳＡＮＶ ＡＳ ＡＧＥＮＴ／ＣＬＩＥＮＴＳ ＬＵＸ ＵＣＩＴＳ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ １ 1,385,800 1.12

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

※大株主の状況

上記大株主の状況は、2022年3月31日現在です。

当社は、2022年3月31日時点において、自己株式1,989,253株を保有していますが、上記の大株主から除いております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム



決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社グループでは、持株会社である当社がグループ全体の経営企画及び管理・監督機能を担い、グループ会社において適法・適正で、迅速かつ
効率的な事業を推進するためのガバナンス体制を構築することにより、企業価値の向上を目指しています。

当社は、2021年12月15日付で、株式会社関西スーパーマーケット（東証スタンダード、2022年2月1日付で商号を株式会社関西フードマーケットに
変更）を連結子会社化しましたが、引き続き資本市場からの規律による同社の経営の質を保持するため上場を維持しております。

なお、上場子会社において、経営の独立性を確保するため、独立社外取締役が同社の取締役に占める割合を3分の1以上とするとともに、支配株
主と少数株主の利益が相反するような重要な取引・行為について審議・検討を行うため、独立社外取締役を含む独立性を有する者で構成された
特別委員会を設置するなど、独立社外取締役を活用したガバナンス体制の構築を行うことで、上場子会社の少数株主の利益を損なわないよう監
視体制を整備しております。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

番　尚志 他の会社の出身者

中野　健二郎 他の会社の出身者 △

石原　真弓 他の会社の出身者

関口　暢子 他の会社の出身者



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

番　尚志 ○ ○ ―――

企業経営の豊富な経験と幅広い見識に基づく
視点からの意見と経営の監督及び監査に期待
し、社外取締役（監査等委員）として選任。ま
た、当社基準を満たしているため独立役員とし
て指定しております。

中野　健二郎 ○ ○

当社の主要取引銀行である株式会社三
井住友銀行の出身者であり、当社グルー
プは同行より20,045百万円（2022年3月31
日現在、連結総資産の約3％）の借入があ
ります。

金融機関の経営者としての豊富な経験と幅広
い見識に基づく視点からの意見と経営の監督
及び監査に期待し、社外取締役（監査等委員）
として選任。また、過去に、現在当社の主要取
引銀行である株式会社三井住友銀行の取締役
に就任していましたが、2010年6月の取締役退
任後10年以上が経過しており、その間同社の
顧問等にも就任しておらず、当社基準を満たし
ているため独立役員として指定しております。

石原　真弓 ○ ○ ―――

弁護士としての高い見識に基づく視点からの意
見と経営の監督及び監査に期待し、社外取締
役（監査等委員）として選任。また、当社基準を
満たしているため独立役員として指定しており
ます。

関口　暢子 ○ ○ ―――

経営コンサルタントや企業における経理業務、
経営企画業務、人事制度改革等の豊富な経験
と幅広い見識に基づく視点からの意見と経営
の監督及び監査に期待し、社外取締役（監査
等委員）として選任。また、当社基準を満たして
いるため独立役員として指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 5 1 1 4 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の要請に基づき、監査等委員会の職務を補助する専任のスタッフを配置しております。また、監査等委員会専任スタッフは、監査等
委員でない取締役の指揮命令に服さないものといたします。



監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、重要案件に関する決裁書及び議事録の閲覧や内部統制部門（経理、総務、システム部門等）から業務執行状況の聴取を行っ
ております。

内部監査部門との連携については、常勤監査等委員が期初に業務監査を中心とした監査計画を確認し、随時監査計画の進捗及び調査結果の報
告を受け、意見交換を行うことにより、監査機能の強化に努めております。

また、会計監査人については、有限責任あずさ監査法人を選任しており、監査計画策定にあたっては重点監査項目の摺り合わせを行うほか、原

則月１回常勤監査等委員が監査結果等の報告を受けるとともに監査等委員会で会計監査人の独立性、 品質管理の状況、職務執行体制の適切

性、監査計画の進捗について相互に確認を行うことによって緊密な連携を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

当社取締役の指名及び報酬の決定にあたり公正かつ透明性を確保するため、取締役会の任意の諮問委員会として、複数の独立社外取締役と社
長で構成する指名・報酬諮問委員会を設置、独立社外取締役が委員長を務め、当社の取締役の選任、解任・解職、候補者の指名、ならびに取締
役の報酬等に関する方針及び報酬等の内容について検討し、取締役会（監査等委員である取締役の報酬については監査等委員会）に勧告いた
します。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、社外取締役の独立性に関する基準を以下のとおり制定しております。

当社の社外取締役が独立性を有していると判断されるためには、当該社外取締役が以下のいずれの基準にも該当しないことを条件とする。

１．当社および子会社（以下「当社グループ」という。）を主要な取引先とする者（注１）、またはその業務執行取締役、執行役その他これらに準じる

　　者または支配人その他の使用人（以下「業務執行者」という。）である者

２．当社グループの主要な取引先である者（注２）、またはその業務執行者

３．当社グループから役員報酬以外に、一定額（注３）を超える金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公認会計士、税理士またはコン

　　サルタント等の専門家

４．当社グループの会計監査人である監査法人に所属し、監査業務を実際に担当する者

５．当社の主要株主（総議決権の１０％以上を保有する者をいい、間接保有を含む。）、またはその業務執行者

６．当社グループが主要株主である会社の業務執行者

７．当社グループの業務執行取締役、常勤の監査等委員である取締役、常勤監査役が他の会社の社外取締役または社外監査役を兼任している

　　場合において、当該他の会社の業務執行者

８．阪急阪神東宝グループ（当社グループを含む。）の業務執行者

９．当社グループから一定額（注４）を超える寄付を受けている者、または法人、組合等の団体の場合、その業務執行者

10．上記１から９に関して過去５年間（ただし、上記８に関して当社グループの業務執行者については、過去10年間）において、該当していた者

11．その配偶者または二親等以内の親族が、上記１から10のいずれか（上記３および４を除き、重要な者（注５）に限る。）に該当する者

12．その他、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められる者



注１：「当社グループを主要な取引先とする者」とは、当社グループに対して製品またはサービスを提供している取引先であって、直近事業年度に

　　　　おける当社グループへの取引先の取引額が１億円または当該取引先の年間連結売上高の２％のいずれか高い方の額を超える者をいう。

注２：「当社グループの主要な取引先である者」とは、１．当社グループが製品またはサービスを提供している取引先であって、直近事業年度にお

　　　　ける当社グループの取引先への取引額が当社の年間連結売上高の２％を超える者、および２．当社グループが負債を負っている取引先

　　　　であって、直近事業年度末における当社の連結総資産の２％以上の額を当社グループに融資している者をいう。

注３：「一定額」とは、１．当該専門家が個人として当社グループに役務提供している場合は、直近事業年度における当社グループから収受してい

　　　　る対価（役員報酬を除く）について、年間１，０００万円、２．当該専門家が所属している法人、組合等の団体が当社グループに役務提供して

　　　　いる場合は、直近事業年度における当該団体が当社グループから収受している対価の合計金額について、当該団体の年間総収入金額の

　　　　２％をいう。

注４：「一定額」とは、直近事業年度において、年間１，０００万円をいう。

注５：「重要な者」とは、取締役、執行役、執行役員および部長格以上の業務執行者またはそれらに準じる権限を有する業務執行者をいう。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

詳細は、下記「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、子会社の取締役、子会社の監査役、その他

該当項目に関する補足説明

詳細は、下記「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書、事業報告で社内取締役及び社外取締役の別に各々の総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、2021年2月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下「決定方針」という）を決議しました。

当社の役員報酬は、コーポレートガバナンスに関する基本原則に定める取締役等の報酬等に関する考え方を基に、以下の基本方針を踏まえ、月
例の基本報酬と、単年度の業績等を反映した年次賞与、勤続条件付株式報酬型ストックオプション及び業績連動条件付株式報酬型ストックオプ
ションから構成する報酬体系とし、求められる職務に応じてこれらを組み合わせるものとします。

［基本方針］

　・当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値向上に資するものであること

　・業務を執行する取締役・執行役員の中期計画の目標達成の動機付けとなること

　・当社グループのミッション達成と持続的成長の実現に適う人材の確保につながること

　・株主との意識の共有や株主重視の意識を高めるものであること

［報酬の種別、支給対象者］

　株式報酬　　



　　・業績連動条件付株式報酬型ストックオプション　　〈支給対象者〉業務執行取締役等

　　・勤続条件付株式報酬型ストックオプション　　　　　〈支給対象者〉業務執行取締役等、非業務執行取締役

　金銭報酬

　　・賞与(業績連動報酬) 　　〈支給対象者〉業務執行取締役等

　　・基本報酬(固定報酬) 　　〈支給対象者〉業務執行取締役等、非業務執行取締役

　※「業務執行取締役等」 業務執行取締役及び執行役員

　　 「非業務執行取締役」 社外取締役及び監査等委員である取締役など業務執行取締役等以外の取締役

業務執行取締役等の報酬構成は、固定報酬である基本報酬を約50％、業績及び株価に連動する報酬である年次賞与及び株式関連報酬で約50
％を目安とします。

個人別の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は、次のとおりとします。

＜基本報酬＞

　基本報酬については、それぞれの職責、役位に応じた報酬設定とし、業務執行取締役等については、連結営業利益額のステージに応じた報酬

　テーブルを基礎にし、毎年４月に前事業年度の評価に応じて改定します。なお、非業務執行取締役については、それぞれの役割に応じて設定し

　た報酬を支給するものとします。

＜賞与＞

　賞与については、１事業年度の連結業績に応じた報酬として、連結営業利益額のステージに応じた報酬テーブルを基礎にし、役位、評価に応じ

　て決定します。また、親会社株主に帰属する当期純利益等も勘案するものとします。なお、毎年株主総会において、取締役の賞与総額の承認

　を得るものとします。連結営業利益、親会社株主に帰属する当期純利益は、単年度業績の目標指標であるため、業績連動報酬の指標として

　選択しています。

＜株式報酬型ストックオプション＞

　次の２種類の株式報酬型ストックオプションとします。

　・勤続条件付株式報酬型ストックオプション

　　新株予約権の割当て対象者が、当社及び当社子会社の取締役（監査等委員を含む）、監査役、執行役員等役員のいずれの地位をも喪失（た

　　だし、任期満了による退任その他当社が認める正当な理由がある場合に限る）後より行使できる新株予約権を、業務執行取締役等及び非業

　　務執行取締役に対して、役位に応じて毎年付与します。

　・業績連動条件付株式報酬型ストックオプション

　　中期計画に掲げる経営指標その他の当社取締役会が予め定める指標（連結売上高、各段階利益、ROE、ROIC等）について、中期計画の最終

　　年度の当該指標の達成度に応じて、割当てられた新株予約権の0～100％の範囲で権利行使可能な個数を確定し、当社及び当社子会社の取

　　締役（監査等委員を含む）、監査役、執行役員等役員のいずれの地位をも喪失（ただし、任期満了による退任その他当社が認める正当な理由

　　がある場合に限る）後より行使できる新株予約権を、業務執行取締役等に対して、役位に応じて毎年付与します。

取締役等の報酬につきましては、指名・報酬諮問委員会の検討を経て、取締役会が株主総会に提出する議案の内容及び個人別の報酬額を定め
るものとします。ただし、監査等委員である取締役の個人別の報酬額は、監査等委員である取締役の協議によって定めるものとします。

なお、株主総会決議に基づく報酬額限度額は、次のとおりであります。

　１．基本報酬の総額は、第97期定時株主総会(2016年6月22日開催)において、監査等委員である取締役を除く取締役は年額３億円以内(うち、社

　　　外取締役分は5,000万円以内)、監査等委員である取締役は年額9,000万円以内と決議しております。

　２．賞与は、株主総会において毎回決議しております。

　３．株式報酬型ストックオプションは、第102期定時株主総会(2021年6月22日開催)において、上記１の年額報酬額とは別枠で、以下のとおり決議

　　　しております。

　・監査等委員である取締役を除く取締役に対する報酬額の総額

　　年額１億2,900万円以内（うち社外取締役分は900万円以内）と決議しております。そのうち、勤続条件付株式報酬型ストックオプションは年額

　　9,300万円以内（うち社外取締役分は900万円以内）、業績連動条件付株式報酬型ストックオプションは年額3,600万円以内です。

　・監査等委員である取締役に対する報酬額の総額

　　年額2,250万円以内と決議しております。

【社外取締役のサポート体制】

総務部及び監査等委員会室スタッフが社外取締役に対し、それぞれ取締役会及び監査等委員会、株主総会に関する情報伝達を担当しておりま
す。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等



氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

鈴木　篤 特別顧問
業界団体等での社外活動等（経営
非関与）

非常勤・報酬あり 2022/06/22 3年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

・会長、社長の経験者は、役員退任後特別顧問に就任いたします（任期3年）。

・当社は、第100期定時株主総会（2019年6月20日開催）において、相談役に関する規定を削除する定款変更を実施いたしました。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．現状の体制の概要

・当社は、中長期的な企業価値の向上を実現していくため、2016年6月22日開催の定時株主総会における承認をもって、監査役会設置会社から

　監査等委員会設置会社に移行いたしました。これにより更なる経営の監督機能の強化とともに、迅速な意思決定と機動的な業務執行を図って

　おります。

・取締役会の状況は次のとおりです。

　取締役9名（うち、監査等委員である取締役は5名）で構成され、そのうち社外取締役は4名（うち、監査等委員である取締役は4名）であり、取締

　役会における社外取締役の比率は3分の1以上となります。

・また、当社グループの経営上の迅速な意思決定を効率的に行うための機関として「グループ経営会議」を設置し、取締役会付議事項を含め、

　当社及び当社グループ各社における重要事項について決定を行っております。

・当社を含めたグループ各社においては、執行役員制度の導入により業務執行責任を明確にし、執行役員の業務執行を各社の取締役及び取締

　役会が監督する体制を採っております。

・取締役及び取締役会並びに執行役員の業務の執行状況を監査等委員会が監査します。

・株主総会に提出する取締役の候補者の指名及び報酬に関する議案の決定にあたっては、指名・報酬諮問委員会の勧告を経て、取締役会にお

　いて決定いたします。

２．監査等委員会の機能強化に関する取組状況

・監査等委員には、企業経営経験者や財務・法務等専門的知見を有する者を選任するとともに、監査等委員会室を設置し、監査の充実を図ってお

　ります。

・監査等委員と代表取締役や内部統制部門スタッフとの会合の定例開催や会計監査人との連携を緊密に行うとともに、監査等委員のグループ経

　営会議等重要会議への出席、重要案件に関する決裁書及び議事録の回覧、常勤監査等委員及び監査等委員会室スタッフのグループ会社監査

　役の兼任及びグループ監査役連絡会の定例開催などを通じて、当社及び当社グループ全体の監査の実効性を高める体制を採っております。

３．公認会計士の状況

・会計監査人として有限責任あずさ監査法人を選任しており、会計監査業務を執行する公認会計士は、成本弘治氏、城戸達哉氏、弓削亜紀氏

　の３名です。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

Ｈ２Ｏリテイリンググループでは、グループの企業価値の向上を図るため、持株会社である当社がグループ全体の経営企画及び管理・監督機能を
担い、グループ会社において適法・適正、迅速かつ効率的に事業を推進していくため、上記ガバナンス体制を構築しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 原則、株主総会開催日の3週間前を目処に招集通知を発送

集中日を回避した株主総会の設定 株主総会の集中が予想される日を避けて開催

電磁的方法による議決権の行使 2012年3月期に関する定時株主総会から採用

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2012年3月期に関する定時株主総会から議決権電子行使プラットフォームへ参加。

また、従前から招集通知の早期発送に努めている。さらに、招集通知発送前に当社ホー
ムページにて掲示。



招集通知（要約）の英文での提供 2015年3月期に関する定時株主総会から実施

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第2四半期、及び期末の年2回、決算発表後に決算説明会を実施 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
証券会社主催のカンファレンスへの参加やリモートでの個別面談の実施等に
より、定期的に対話を実施

あり

IR資料のホームページ掲載
統合レポート、決算短信、事業報告、株主通信、月次レポート、ニュースリリー
スを掲載

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画室内にＩＲ担当者3名を配置

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社「コーポレートガバナンスに関する基本原則」において、株主の権利を尊重し、平等性
を確保すること、及び、株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、それらステークホル
ダーと適切に協働する旨を定めております。

また、Ｈ２Ｏリテイリング グループ行動規範において、お客様、株主をはじめ、お取引先、

従業員に対する接し方を定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループでは、「地域住民への生活モデルの提供を通して、地域社会になくてはなら
ない存在であり続けること」を経営理念としており、 地域のみなさまとのつながりは、当社

グループにとって大切な財産であると考えています。当社グループは、これまで地域社会
から多くの恩恵を受けることで成長し、今後も地域の一員として、地域社会の健全で持続
的な発展に貢献したいと考えています。 2021年度より「地域社会への貢献」を柱にした3つ

の重点テーマと2つの基本テーマをグループの「重要課題（マテリアリティ）」と位置づけ取り
組みを推進しております。

各テーマの取り組みやKPI、その他当社のサステナビリティに関する取り組みの詳細は、当
社ホームページや統合レポートに掲載しております。

ホームページ：https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/sustainability.html

統合レポート：https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir/library/report.html

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社「コーポレートガバナンスに関する基本原則」において、会社情報を適切に開示し、透
明性

を確保することを定め、Ｈ２Ｏリテイリング グループ行動規範においても、情報をタイムリー

に提供することについて定めております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

業務の適正を確保するための体制の整備についての決定内容

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

【コンプライアンス】

当社グループの役員及び社員が当社グループの基本方針、倫理・法令・ルール等に基づき行動するための基本姿勢を「Ｈ２Ｏリテイリンググルー
プ行動規範」として定めるとともに、「グループコンプライアンス規程」を制定し、当社グループのコンプライアンス推進に関する基本方針並びに
ルールを定めます。また、コンプライアンスの推進等に必要な知識と経験を有する社外取締役を選任いたします。

コンプライアンス体制の構築・整備を推進することを目的として「コンプライアンス・リスクマネジメント委員会」を設置するとともに、当社及び当社グ
ループ各事業に責任者を置き、コンプライアンスに関わる諸施策の推進及び情報の共有化を図ります。

内部通報制度を設置するとともに、当社グループの役員及び社員が法令違反行為または不正行為を行った場合における懲戒処分に関するルー
ルを定めます。

また、内部監査担当を設置し、内部監査に関する規程に従い、当社グループの内部監査を実施いたします。



【財務報告の信頼性を確保するための体制の整備】

当社及び当社グループ各社において財務報告の信頼性を確保するための内部統制の整備、運用を行い、当社において、金融商品取引法及び関
係法令の定めに基づき、当社グループ全体の財務報告に係る内部統制の整備・運用状況の評価を実施いたします。

【反社会的勢力の排除に向けた体制の整備】

社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力などからの不当な要求には一切応じないことを「Ｈ２Ｏリテイリンググループ行動規範」において
明確にするとともに、警察、弁護士など外部の専門家との連携を強化し、反社会的勢力との関係遮断のための必要な体制を整備いたします。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役及び執行役員の職務の執行に係る社内文書、その他の情報について、法令等に基づき、保管方法、保存期間等を定めた各種規定を制定
し、適切に保存・管理を行います。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

【リスク管理体制】

リスク発生の予防対策、リスク発生時の報告、発生リスクへの対応の原則、対応策の実施等を骨子とする「リスク管理規程」を制定し、当社グルー
プのリスク管理に関する基本方針並びにルールを定めます。

リスクの未然防止とリスク発生時の損失最小化を図るため、「コンプライアンス・リスクマネジメント委員会」において、当社グループにおけるリスク
情報の収集・対応策の策定並びに当社グループ各事業において、事業の特性に応じたリスク対策を自発的かつ計画的に講じる仕組みを構築す
るとともに、当社グループのリスクに関する情報の共有化を図るための体制を整備いたします。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の監督責任と執行役員の執行責任の明確化及び取締役の職務執行の効率化を図るため、当社及び当社グループ各社に、執行役員制度
を導入するとともに、当社及び当社グループ各社の経営上の意思決定を効率的に行うための機関としてグループ経営会議を設置いたします。ま
た、月次・四半期の業績管理を行うとともに、取締役会及びグループ経営会議において、事業計画の進捗状況を検証し、必要に応じて目標を修正
いたします。

また、職制に基づく所管事項または受命事項の処理に関する手続きを定めた「決裁規程」を整備し、権限と責任の所在を明確にいたします。

５．当社グループ各社の当社への報告に関する体制、その他の当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

「グループ会社管理規程」を定め、当社グループ各社における経営計画及び重要な営業政策、業務執行についての当社への報告ルールを定める
ものとし、当該事項につき、当社規程に従いグループ経営会議及び当社取締役会に付議いたします。

なお、当社の内部監査体制、コンプライアンス体制、リスク管理体制は、当社グループ全社を対象といたします。

６．当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用人の当社の取
締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性並びに当社の監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会の要請に基づき、監査等委員会の職務を補助する専任のスタッフ（以下「監査等委員会専任スタッフ」といいます）を任命いたしま
す。また、監査等委員会専任スタッフは、監査等委員でない取締役の指揮命令に服さないものといたします。

７．取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人等が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体
制、報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

監査等委員と代表取締役、監査等委員と各スタッフとの会合、グループ監査役連絡会（当社からは監査等委員が出席）の定例開催、グループ経
営会議その他の重要会議への監査等委員の出席、重要案件に関する決裁書及びグループ経営会議・各種委員会の議事録の回覧等を行いま
す。

当社グループの役員及び社員は、監査等委員会から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行うものと
し、法令等の違反行為等、当社または当社グループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実について発見したときは、直ちに当該会社の監
査等委員または監査役に報告し、報告を受けた監査等委員または監査役は直ちに当社監査等委員会に報告いたします。

当社グループにおける内部監査、コンプライアンス、リスク管理、内部通報制度等に関する当社監査等委員会への報告を定期的に行います。

また、当社グループの監査等委員会または監査役へ報告を行った当社グループの役員及び社員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な
取扱いを行なうことを禁止し、その旨を周知徹底いたします。

８．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会の要請に基づき、監査等委員会専任スタッフを当社グループ各社の監査役として任命いたします。

監査等委員会が、独自の外部専門家（弁護士、公認会計士等）を監査等委員会のための顧問とすることを求めた場合、監査等委員がその職務の
執行について費用の前払等の請求をしたときは、法令に基づき、速やかにその費用等について負担いたします。また、当社は、監査等委員の職
務の執行について生ずる費用等に係る予算を毎年設けます。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、「地域住民への生活モデルの提供を通して、地域社会になくてはならない存在であり続けること」を企業の基本理念とし、倫理・法令・ル

ール等に基づき行動するための基本姿勢を定めている「Ｈ２Ｏリテイリンググループ行動規範」において、反社会的な組織、団体、個人などからの

不当な要求には一切応じないことを、内部統制の基本方針の一つに掲げております。

このような企業姿勢のもと、警察・弁護士など外部の専門家との連携強化を図っているほか、当社グループ各社にコンプライアンス担当者を任命
し、情報連絡網（コンプライアンスネットワーク）を通じた情報共有によって、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係遮断に努

めるとともに、有事の際には「対策本部」を設置し、グループが一体となって解決を図る体制を採っております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明



―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

（適時開示体制の概要）

当社グループに関する情報は、グループ各社の情報管理担当者（原則として各社社長）が情報管理責任者（当社総務担当役員）に報告します。

その内、重要情報について、総務担当役員は、取締役社長に報告します。

決算・決定事実については、社内規程に基づき、グループ経営会議・取締役会に付議し、承認を受けた後、総務部を通じて適時開示を行いま

す。

発生事実については、発生後遅滞なく総務部を通じて適時開示を行います。

（コーポレート・ガバナンス体制 模式図）


